
災害レッドゾーン・災害イエローゾーン内における整備の取扱いについて 

 

１ 災害レッドゾーン・災害イエローゾーンについて 

 

・災害レッドゾーン 

都市計画法（昭和 43 年法律第 100 号）第 33 条第１項第８号において規定される開発行

為を行うのに適当でない区域内の土地。 

 

 

・災害イエローゾーン 

災害イエローゾーンとは、次のいずれかに該当する区域とする。 

ａ 土砂災害警戒区域 

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成 12 年法律第 

57 号）第７条第１項の土砂災害警戒区域 

ｂ 浸水想定区域等 

浸水想定区域等に該当する区域は、次の区域とする。 

（ａ）水防法（昭和 24 年法律第 193 号）第 14 条第１項又は第２項の洪水浸水想定区域、 

同法第 14 条の２第１項又は第２項の雨水出水浸水想定区域、同法第 14 条の３第１項 

の高潮浸水想定区域 

（ｂ）津波防災地域づくりに関する法律（平成 23 年法律第 123 号）第 10 条第３項第２号 

の津波浸水想定に定める浸水の区域、同法第 53条第１項の津波災害警戒区域 

（ｃ）特定都市河川浸水被害対策法等の一部を改正する法律（令和 3 年法律第 31 号）に 

よる改正前の特定都市河川浸水被害対策法（平成 15 年法律第 77 号）第 32 条第１項 

の都市洪水想定区域、同法第 32 条第２項の都市浸水想定区域 

  



２ 災害レッドゾーン・災害イエローゾーン内における整備について 

 

（災害が想定される区域での整備に係る条件） 

１ 事業予定地が災害レッドゾーンではないこと。ただし、防災対策工事により、事業 

開始時点で当該建設地が災害レッドゾーンから外れることが見込まれる場合等を除く。 

２ 事業予定地が災害イエローゾーンではないこと。ただし、防災対策工事により、事 

業開始時点で当該建設地が災害イエローゾーンから外れることが見込まれる場合等を除く。

また、次に掲げる場合には対象とすることができる。 

（ア）土砂災害警戒区域または浸水深１メートル以上の浸水想定区域等の場合は、次 

のａからｄの全てに該当すること 

（イ）浸水深１メートル未満の浸水想定区域等の場合は、次のｃ及びｄに該当するこ 

と 

ａ 新規整備を行う介護施設等の事業用地が所在する日常生活圏域において、当該日常 

生活圏域の大半が災害イエローゾーンである等、災害イエローゾーン以外での事業用 

地の取得が困難であること。 

ｂ 新規整備を行う介護施設等の事業用地が所在する市区町村において、災害イエロー 

ゾーンにおける介護施設等の新規整備を認めない場合、当該施設が所在する区域にお 

いて市区町村の介護保険事業計画で見込まれている必要な介護サービス量の確保が困 

難になり、かつ、将来にわたり充足される見込みがないこと。 

ｃ 新規整備を行う介護施設等又は介護施設等が立地する事業用地において、災害イエ 

ローゾーンの災害想定により想定される被災リスクに対して、被害の防止・軽減のた 

めの対策及び迅速な避難を可能とするための施設・設備上の対策が実施される計画と 

なっていること。 

ｄ 新規整備を行う介護施設等の事業用地が所在する災害イエローゾーンの災害想定に 

より想定しうる被災リスクへの対策が非常災害対策計画、避難確保計画等に記載される 

計画となっていること。 

 

 

 

【提出資料について】 

災害レッドゾーン又は災害イエローゾーン内での整備を予定する場合は、上記条件に該

当することがわかる資料を提出書類の末尾に綴ってください。なお、上記条件への該当性 

については、公的機関が発行した書類その他客観的な資料により、根拠を明確にしてくださ

い。 


